
工事期間

案件番号
業 種

業務区分

入札方法 契約方法
落札方法

0000001573 建設工事

指名

土木一式 詳細業種
土木第86号 堺線道路新設改良工事工事番号及び工事名
福知山市 私市 地内工事場所
自 平成29年12月18日 ～ 至 平成30年 3月15日

指名及び入札状況閲覧簿（決定）

条件付一般競争入札 総価契約
平成29年12月13日入札・見積日 11時0分 電子入札
工事内容
工事延長 L=240m
土工 N=1式 排水構造物工 L=140m アスファルト舗装工 A=1,276㎡

価格競争

1回目
入札価格(円)

(評価値)

概要

企業名又は委任先名

1

2

2回目
入札価格(円)

(評価値)

3回目
入札価格(円)
(評価値)

4回目
入札価格(円)
(評価値)

3

4

5

6

5回目
入札価格(円)
(評価値)

7

項
番

8

9

10

株式会社赤井土木

株式会社アシダ組

株式会社芦田産業

岩田建設株式会社

株式会社梅田組

株式会社門野組

岸下建設株式会社

株式会社衣川組

公正産業株式会社

三丹開発株式会社

17,201,000

17,245,000

17,225,000

17,205,000

17,219,000

18,800,000

17,230,000

17,237,000

17,208,000

18,700,000

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

備考

keiyakugyoumu02
テキストボックス
予定価格：１９，５９８千円（税抜）　最低制限価格：１７，１７１千円（税抜）




1回目
入札価格(円)
(評価値)

2回目
入札価格(円)
(評価値)

3回目
入札価格(円)
(評価値)

4回目
入札価格(円)
(評価値)

5回目
入札価格(円)
(評価値)

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

株式会社西部建設

セイリョウ建設株式会社

株式会社高見組

株式会社達川組

大栄工業株式会社

大永産業株式会社

大立工業株式会社

西田工業株式会社

日産工業株式会社

株式会社能見土建

ヒガシ・エンタープライズ株式会社

株式会社冨士興業

有限会社藤本工業

前田工業株式会社

株式会社丸協

19,000,000

17,225,000

19,500,000

17,350,000

17,104,000

17,234,000

17,235,000

17,234,000

17,350,000

17,178,000

17,231,000

17,239,000

17,232,000

指名及び入札状況閲覧簿

－

－

－

－

辞退

失格（最低制限価格未

－

辞退

－

－

－

落札

－

－

－

企業名又は委任先名項
番 備考



1回目
入札価格(円)
(評価値)

2回目
入札価格(円)
(評価値)

3回目
入札価格(円)
(評価値)

4回目
入札価格(円)
(評価値)

5回目
入札価格(円)
(評価値)

26

27

28

株式会社ミノベ

三和建設工業株式会社

渡辺建設株式会社

17,187,000

17,226,000

17,273,000

指名及び入札状況閲覧簿

－

－

－

企業名又は委任先名項
番 備考



名　　　称

住　　　所

最高予定価格
（税込み） 21,165,840 円

最低制限価格
（税込み） 18,544,680 円

当該資格
（入札参加
条件）

参加させな
かった者、
その理由

（指名競争入札の場合）

指名者の指名理由

（随意契約の場合）

相手方の選定理由

 変更額  変更契約日

 変更工期 ～

 変更理由

 変更額  変更契約日

 変更工期 ～

 変更理由

 変更額  変更契約日

 変更工期 ～

 変更理由

 変更額  変更契約日

 変更工期 ～

 変更理由

第２回変更契約

第３回変更契約

第４回変更契約

第１回変更契約

土木第86号　堺線道路新設改良工事

契約の相手
株式会社冨士興業

福知山市字天田５０２－１

 契約金額
（消費税及び地方消

費税を含む）
18,552,240 円

　
（条件付一般競争

入札の場合）
（1）平成２９年度福知山市建設工事指名競争入札等参加資格者名簿で
「土木一式」のＡ１等級又はＡ等級に登録されている者のうち、福知
山市内に本社又は本店を有するものであること。
（2）建設業法（昭和２４年法律第１００号）第１５条の規定による建
設業の許可を当該工事の工事区分について受けている者であること。
（3）建設業法の基準を満たす技術者を当該工事に配置できること。


